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	処分の概要
	規定違反に対する支給の制限

	法令名
根拠条項
	児童扶養手当法　第14条

	法令番号
	昭和36年法律第238号

	【基準】
　法第14条の規定による。
第14条　手当は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、その額の全部又は一部を支給しないことができる。
(1)　受給資格者が、正当な理由がなくて、第29条第1項の規定による命令に従わず、又は同項の規定による当該職員の質問に応じなかつたとき。
(2)　受給資格者が、正当な理由がなくて、第29条第2項の規定による命令に従わず、又は同項の規定による当該職員の診断を拒んだとき。
(3)　受給資格者が、当該児童の監護又は養育を著しく怠つているとき。
(4)　受給資格者(養育者を除く。)が、正当な理由がなくて、求職活動その他内閣府令で定める自立を図るための活動をしなかつたとき。
(5)　受給資格者が、第6条第1項の規定による認定の請求又は第28条第1項の規定による届出に関し、虚偽の申請又は届出をしたとき。

　　児童扶養手当は、次の(1)～(5)のいずれかに該当する場合においては、その額の全部又は一部を支給しないことができる。
(1)　受給資格者が、正当な理由がなくて、受給資格の有無及び手当の額の決定のために必要な事項に関する書類(当該児童の父又は母が支払つた当該児童の養育に必要な費用に関するものを含む。)その他の物件の提出命令に従わず、又はこれらの事項に関し受給資格者、当該児童その他の関係人が当該職員の質問に応じなかったとき。
(2)　受給資格者が、正当な理由がなくて、児童扶養手当法第3条第1項若しくは第4条第項1第1号ハに規定する状態 ※1 にあることにより手当の支給が行われる児童若しくは児童の父若しくは母について、その指定する医師の診断を受けさせるべき命令に従わず、又はその者の障害の状態を当該職員が診断することを拒んだとき。
(3)　受給資格者が、当該児童の監護又は養育を著しく怠っているとき。
(4)　受給資格者(養育者を除く。)が、正当な理由がなくて、求職活動その他厚生労働省令で定める自立を図るための活動をしなかったとき。
(5)　受給資格者が、その受給資格及び手当の額について、交野市長の認定の請求又は手当の支給を受けている者は、交野市長に対する厚生労働省令で定める事項の届け出及び同省令で定める書類その他の物件の提出に関し、虚偽の申請又は届出をしたとき。

※1
児童扶養手当法第3条第1項に規定の別表
1　両眼の視力の和が0.08以下のもの
2　両耳の聴力レベルが90デシベル以上のもの
3　平衡機能に著しい障害を有するもの
4　そしゃくの機能を欠くもの
5　音声又は言語機能に著しい障害を有するもの
6　両上肢のおや指及びひとさし指又は中指を欠くもの
7　両上肢のおや指及びひとさし指又は中指の機能に著しい障害を有するもの
8　一上肢の機能に著しい障害を有するもの
9　一上肢のすべての指を欠くもの
10　一上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するもの
11　両下肢のすべての指を欠くもの
12　一下肢の機能に著しい障害を有するもの
13　一下肢を足関節以上で欠くもの
14　体幹の機能に歩くことができない程度の障害を有するもの
15　前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害又は長期にわたる安静を必要とする病状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの
16　精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの
17　身体の機能の障害若しくは病状又は精神の障害が重複する場合であって、その状態が前各号と同程度以上と認められる程度のもの
(備考)視力の測定は、万国式試視力表によるものとし、屈折異常があるものについては、
　矯正視力によって測定する。 
児童扶養手当法第4条第1項第1号 ハに規定する

別表第二　(第1条関係) 
1　両眼の視力の和が0.04以下のもの
2　両耳の聴力レベルが100デシベル以上のもの
3　両上肢の機能に著しい障害を有するもの
4　両上肢のすべての指を欠くもの
5　両上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するもの
6　両下肢の機能に著しい障害を有するもの
7　両下肢を足関節以上で欠くもの
8　体幹の機能に座っていることができない程度又は立ち上がることができない程度の障害を有するもの
9　前各号に掲げるもののほか、身体の機能に、労働することを不能ならしめ、かつ、常時の介護を必要とする程度の障害を有するもの
10　精神に、労働することを不能ならしめ、かつ、常時の監視又は介護を必要とする程度の障害を有するもの
11　傷病が治らないで、身体の機能又は精神に、労働することを不能ならしめ、かつ、長期にわたる高度の安静と常時の監視又は介護とを必要とする程度の障害を有するものであつて、厚生労働大臣が定めるもの(備考)視力の測定は、万国式試視力表によるものとし、屈折異常があるものについては、矯正視力によって測定する。
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